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Ｊ－クレジットとは

出典：J-クレジット制度について（https://japancredit.go.jp/data/pdf/credit_001.pdf  J-クレジット制度事務局2025年5月）をもとに
静銀経営コンサルティング株式会社作成
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Ｊ－クレジットの位置づけ

• 地球温暖化対策計画（日本の約束草案実現に向けた削減計画、令和3年10月22
日閣議決定）では、Ｊ－クレジット制度を「分野横断的な施策」と位置づけ

• あわせて、カーボン・オフセットの推進を「脱炭素型ライフスタイルへの転換」
として位置づけ

第３章 目標達成のための対策 施策 第２節 地球温暖化対策
施策 ２．分野横断的な施策
（１）目標達成のための分野横断的な施策
（a）Ｊ－クレジット制度の活性化
○Ｊ－クレジット制度の活性化（抜粋）
Ｊ－クレジット制度は、信頼性・質の高いクレジット制度として認知されており、2050年カーボン

ニュートラルの実現を目指す上でも必要な制度である。2030年度以降も活用可能な制度として継続性を
確保するとともに、今後も、国内の多様な主体による省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの
活用等による排出削減対策及び適切な森林管理による吸収源対策を引き続き積極的に推進していくため、
カーボン・オフセットや財・サービスの高付加価値化等に活用できるク レジットを認証するＪ－クレ
ジット制度の更なる活性化を図る。

第６節 脱炭素型ライフスタイルへの転換（抜粋）
Ｊ－クレジット等を活用したカーボン・オフセットの取組を推進するとともに、カーボン・オフセット
さ れた製品・サービスの社会への普及を図る。
（出典）地球温暖化対策計画
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J-クレジット対象となる森林（静岡市の森林を例として）

森林 107,152ha （総土地面積141,193haの約76％）

国有林 4,161ha 民有林 102,991ha

民有林（国有林以外）のうち
・森林経営計画が策定されている森林
がJ-クレジット創出の対象

※天然生林は制限林に指定されている
ことが要件

制限林…保安林、保安施設地区、国立公園（特別保
護地区、第1種特別地域、第2種特別地域に限る）、
国定公園（特別保護地区、第1種特別地域、第2種特別地
域に限る）、自然環境保全地域特別地区及び特別母樹林
に指定された森林

森林プロジェクト
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天然生林 57,401ha人工林 45,590ha

民有林  102,991ha

制限林

人工林及び天然生林（※制限林に限る）の内、『森林経営計画』が策定されている森林が
J-クレジットの対象となる
※市有林、財産区所有林、属人計画、森林組合の意向が反映しやすい区域計画などが

J-クレジットを組成しやすいです

森林経営計画が
策定されている森林

J-クレジット対象となる森林

森林プロジェクト
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事例（十山株式会社）

（25,880ha×2,800千円）

対象となる森林はわずか
（森林経営計画の約25％）

Ｊ－クレジットプロジェクト登録（2023年度）、モニタリング認証（2024年度）によりＪ－クレジットを創出し、
実際に創出した全量を販売した事例

⚫ なぜ森林経営計画に含まれない森林は対象になら
ないのか？

⚫ なぜ天然林は制限林のみが対象なのか？
⚫ その森林は本当に環境価値をもたないのか？
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社会的価値の定量化

（25,880ha×2,800千円）

森林保全により生じる社会的価値70兆円÷日本の森林2,500万ha＝2,800千円（1haあたりの価値）

経済価値を確保しながら、より大きな社会価値を創造する
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ボランタリークレジットを制度から創る

（25,880ha×2,800千円）

森林カーボンクレジット
創出促進事業（静岡市）
R7年度～R9年度
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なぜボランタリークレジットに取り組むのか

（25,880ha×2,800千円）

ボランタリークレジットの対象となる森林
（Ｊ－クレジットの対象にならない森林）
72,170ha

Ｊ－クレジットの
対象となる森林

30,821ha
環境価値

CO2吸収量
154,105t-CO2（推計）

民有林 102,991ha

捨てられる
環境価値

CO2吸収量
360,850t-CO2（推計）
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環境への貢献

資金

産業の発展

地域全体の
バランスの取れた発展

カーボンニュートラル実現
という社会的課題の解決、
社会価値の創造

過疎化、中山間地での産業・雇用の
減少、地域産業（林業等）の衰退、
環境破壊による災害の増加などの
社会課題の解決、社会価値の創造

包摂性

地域全体の
持続可能な成長実現

＝

・新たな価値の創造
・一部業界に偏らない
経済・社会・生活の発展

環境価値

J-クレジットを通じた
地域共創・共生・循環モデルの構築

市街地

地域共創・共生・循環モデル
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地産地消カーボンニュートラル

静岡県内のCO2（GHG）排出を
静岡県内の吸収量によってオフセット

＋CO2
＋CO2

－CO2

排出 吸収

オフセットと
カーボン
ニュートラル
の実現
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1,000年先の森林を創る

1,000年先は遠い未来の話です。
ですが、我々は1,000年前の祖先、それ以前の祖
先から豊かな森林をはじめとする環境を受け継い
できました。
私たちも、未来の世代にこの豊かな森林を残す責
務があります。
一人ひとりの利益や経済活動を超えた、我々の社
会や暮らしを形作る本質的な資本に対して責任を
果たすこと、それが「Ｊ－クレジットを通じて構
築すべき『地域共創・共生・循環モデル』によっ
て実現したい姿」です。

南アルプス

春日山原始林白神山地
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森林と共に生きる未来へ

皆様は、日差しが照り付ける夏の暑い日、豊かな緑を湛えた森林の木陰に入ると、ひんやりとした空気を感じると共に、
何か安心するようなそんな気持ちになったことがあるでしょうか。所謂「森林浴」という行為は、森林の中で、木や土の香
りを感じ、呼吸をするたびに体の中を清涼な空気が通り抜けるような体験を通じて、人の心を穏やかにし、現代社会の喧騒
やストレスから私たちを解放してくれるものです。悠久の人の営みの中で、森林は常に私たちと共にあり、私たちを助けて
くれる存在であり続けています。
日本においては国土の約3分の2を森林が占めています。南北に細長い地形や多様な気候帯の影響により、世界的にも類を

見ないほどの多様性を有していることが日本の森林の特徴です。
森林といえば、「林業」が営まれている場所、という認識があるかもしれませんが、森林は単なる木材供給源ではなく、

「生物多様性保全」「地球温暖化防止」「防災・減災機能」「水源涵養」「文化・教育の場」「快適環境形成機能」など、
さまざまな「多面的機能」を担う存在であり、長い時の中で、生物多様性を育んできた存在です。これらの機能は、社会と
経済を支える基盤であり、一度損なわれれば、その恩恵を持続できなくなります。
日本の森林は、原生林、天然林、人工林や里山林に至るまで多様であり、それぞれに特有の生態系を支えています。天然

林は老齢木や倒木が豊富で希少種の生息地となり、人工林でも間伐や広葉樹の導入により、多様性に富んだ森林環境を創出
できます。こうした多様な森林の組み合わせは、生物にとっての多様な生育・生息地を提供し、森林の多面的機能を支える
要でもあります。「多面的機能」については、経済価値に換算すると年間70兆円ほどの価値があるとされています。
持続可能な社会の実現に向けて、森林が私たちに与えてくれるこうした価値を守り、高度発揮させていくことが求められ

ています。
古来より営まれてきた林業は、経済活動であると同時に、環境保全の担い手でもあります。持続可能な林業経営は、木材

の安定供給のみならず、こうした機能の維持にも貢献します。それに加えて、表面的な経済価値に捉われない森林の保全は、
更に強力に、失ってはならないこうした価値を、維持・発展させていくものです。
カーボンニュートラルの実現や生物多様性の確保が全世界的に求められる情勢が構築される中で、森林の持つこうした価

値への注目が高まっています。経済価値に留まらない「環境価値」が認められる社会となりつつある昨今、森林を活用した
J-クレジット創出や企業として社会的責任を果たすための森づくりへの取組など、森林や生物多様性保全が新たな収益機会
となる可能性も広がっています。
今後は、私たち一人ひとりを含む森林のステークホルダーが一体となり、生物多様性と多面的機能の価値を共有しながら、

豊かな森林の維持、共生を目指すことが必要です。森林と社会のつながりを深め、森林の持つ価値を社会の中で循環させる
ことが求められます。持続可能な社会を実現するため、森林の価値を再認識し、未来の世代に豊かな自然とその恩恵を受け
継ぐことを目指し、私たちも活動していきましょう。
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お問い合わせ先

詳しいご説明のご希望や取組についての支援、ご質問等ございましたら、
ぜひ静銀経営コンサルティングへご連絡下さい

問合せ先

静銀経営コンサルティング株式会社
堀 慶彦（ほり よしひこ）

Mobile    080-8673-3205
Tel 054-348-1491
Fax 054-348-1479
Mail        hori.yoshihiko.smc＠jp.shizugin.com

〒424-0883
静岡市清水区草薙北2-1
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参考資料
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静銀経営コンサルティングについて

会社名
英文名

静銀経営コンサルティング株式会社
SHIZUGIN MANAGEMENT CONSULTING CO.,LTD

本社所在地
〒424-0883

静岡県静岡市清水区草薙北2番1号

TEL / FAX 054-348-1491 / 054-348-1479

ホームページ https://www.shizugin-smc.jp/

設立 2000年4月

資本金 4億4千万円

株主 ㈱しずおかフィナンシャルグループ

役員

代表取締役社長

代表取締役専務執行委員

取締役常務執行役員

鈴木 淳史

金井 隆明

山本 克己

認可等
中小企業庁 M&A支援機関登録制度 登録 / 経済産業省 DX認定事業者

認定経営革新等支援機関

人員体制

【役職員数】

役員：4名

正社員：56名（うち銀行出向者：24名）

パート・派遣：12名

総数：７２名

【主な専門資格保有者数】

公認会計士：１名

米国公認会計士：１名

税理士：１名

不動産鑑定士：１名

中小企業診断士：10名

マスター・マネジメント・コンサルタント：１名

１級ファイナンシャルプランニング技能士：12名

宅地建物取引士：６名

品質/環境マネジメントシステム審査員補：２名

M&Aシニアエキスパート：16名

詳細はぜひ静銀経営コンサルティングHPをご覧ください！
（右のQRコードをご利用ください）
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静銀経営コンサルティングについて

経営診断・経営戦略・
経営計画の策定支援

お客さまの事業拡大・発展のための経営相談、計画策定支援。経営改善のための不採算事業（部門・製

品・取引先）の見直しや原価低減の取組支援。設備投資や新規事業に対する実現可能性の高い計画策

定支援等、様々な経営課題解決をサポートします。

各種補助金
税制控除申請支援

生産性向上、コスト削減、新規事業などの経営課題解決に向けた投資に役立つ各種補助金・税制控除の
申請を支援します。投資内容・金額・時期に合わせ、制度の紹介から申請書類の作成支援などのニーズ
に合わせたサポートを行います。

M&A
事業承継、成長戦略、グループ再編、業界再編、企業再生などの戦略的なM&A提案から案件の完了ま

で、きめ細やかなサービスを提供し、お客さまにとって最適なM&Aの実現化をサポートいたします。

事業承継
自社株をはじめとした事業用資産を確実に承継するため、計画的な対策が必要となります。「事業承継

プラン策定」を通して、スムーズな事業承継の実現をサポートいたします。

相続関連
お客さまの大切な財産について、ご意向に基づいて遺言作成等のご支援をさせていただきます。ご相

続発生後は、遺産整理業務を通じてスムーズなご相続の実現をサポートします。

企業のDX推進事業
DX化計画の策定から、業務の効率化、システム導入、導入後の定着化までの一連のプロセスをサポー

トします。また、DX認定の取得についても支援いたします。

ISO認証取得
サステナビリティ
向上に関する支援

非財務分野におけるコンサルティングサービスを提供し、お客様のサステナビリティ向上に繋がるコン

サルティングを提供いたします。具現化しづらい定性的な取組を言語化し、企業価値を高めるご支援を

いたします。ISO規格認証支援にも対応しています。

J-クレジット創出・活用
案件構築から登録、認証、売買を含む活用まで一貫したご支援を行ないます。お客様の環境価値創出に

纏わるストーリーを具現化し、社会価値創出に繋がるコンサルティングを提供いたします。

代金回収支援
貴社の大切なお客さまに対し、貴社に代わって代金回収業務を行います。「しずおかワイドネットサービ

ス」「しずおかコンビニ収納サービス」の2種類からお選びいただけます。
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Ｊ－クレジット・プロバイダー

静銀経営コンサルティング株式会社は
2025年3月31日に
「Ｊ－クレジット・プロバイダー」
として国に登録されました！
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J-クレジット購入者

SMC
SMC

J-クレジット創出者

J-クレジット
創出支援

J-クレジット
売買マッチング（仲介）

SMC

J-クレジット
プロバイダー事業

①
②

③

購入

在庫保有

販売
創出

販売

活用

静銀経営コンサルティングの取組（Ｊ－クレジット）
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自己紹介

静銀経営コンサルティング㈱

サステナビリティオフィサー
堀 慶彦（ほり よしひこ）

静岡県生まれ。2009年静岡銀行入行。
約9年間、主に法人融資業務に従事。国内外や形態を
問わず、幅広い顧客への支援を実施。業績不振先に
対する支援業務にも注力し、顧客の経営改善に貢献。

2018年に静銀経営コンサルティングへ出向。
企業の経営改善や事業再生に関するコンサルティング業務（ターンアラウンドマネー
ジャー業務）に従事。約5年間の従事期間において、100社以上の企業支援を実施。
特に重度な経営不振先24社において実際に伴走支援を実施し、全ての企業が黒字化。

2022年8月に社会や企業のサステナビリティに関するコンサルティング部門を立上。
企業や自治体のカーボンニュートラル実現や生物多様性の向上などに取り組む中、
Ｊ－クレジットについて特に注力して取り組みをしている。Ｊ－クレジットについての
先駆的な取組については国や自治体、大手上場企業を含む数多くのステークホルダーに
評価され、実際のコンサルテーションだけでなく、講演講師等も務める。
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Ｊ－クレジットの使いみち

出典：J-クレジット制度について（https://japancredit.go.jp/data/pdf/credit_001.pdf  J-クレジット制度事務局2025年5月）をもとに
静銀経営コンサルティング株式会社作成
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